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自治体発行オンライン資料の収集
：近年の公立図書館の取組を中心に
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1. はじめに
図書館法第 3 条第 1 号では、十分留意して収集すべ

き図書館資料の例示の筆頭として「郷土資料、地方行
政資料」が掲げられている。この両者をあわせて「地
域資料」という用語が使われるようになってきている。
近年、歴史資料のイメージが強い「郷土資料」に代わっ
て「地域資料」の用語が定着してきた背景には、地方
行政資料の収集が重視されてきたことがあるだろう。

さらに、同法第 9 条の第 2 項では「国及び地方公共
団体の機関は、公立図書館の求めに応じ、これに対し
て、それぞれの発行する刊行物その他の資料を無償で
提供することができる」としている。公立図書館が、
自治体の行政刊行物の独自の納本制度を策定したり、
行政各部局への積極的寄贈を呼びかけるための、法的
根拠とされている（1）。

こうした行政刊行物は、以前はその刊行情報や流通
経路が広く公開されていないために、一般には入手困
難な資料であり、図書館では「灰色文献」（CA1952
参照）の代表的なものとされてきた。しかし、近年で
はその多くが電子化され、自治体のウェブサイトで公
開されて、誰でも、直接に最新の行政刊行物を閲覧し
てダウンロードできるようになっている。

一方、多くの行政刊行物が、紙の印刷は行わず、
PDF だけの刊行となり、「ボーンデジタル化」が進行
しつつある。しかもウェブサイトでの公開は最新版の
み、あるいは発行後一定期間にとどまる例もある。

さらに、先述の図書館法第3条第1号の「図書館資料」
の範囲に、2008 年の同法改正において「電磁的記録」
が追加されたが、これは媒体に保存された物理的形態
を有しているものに限られ、インターネットを通じて
送信される情報、すなわちネットワーク情報資源は含
まれないと解されている。したがって、こうしたオン
ライン上の刊行物も「図書館資料」の範囲外となるも
のである。

しかし、図書館が自治体が発行するオンライン上の
刊行物も地域資料として収集の対象とすることは当然
であり、各公立図書館においても、さまざまな取組が
なされている。本稿では、近年のこうした取組および
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調査研究を概観するとともに、課題と展望を示してみ
ることとしたい。

2. 地域資料サービスに関する調査研究
2016 年に全国公共図書館協議会（全公図）は、地

域資料サービスに関する調査を実施し、2018 年に『公
立図書館における地域資料サービスに関する報告書』
としてまとめた（2）。

本調査は 47 都道府県、1,319 市区町村を対象に実施
され、回収率は、図書館設置自治体のうち、都道府県
100％、市区町村 98.8％にのぼっている。また、「電子
行政資料」に対する取組が初めて調査されており、こ
こでは、この項目に限り、同報告書から調査結果の概
要を紹介する（3）。

まず、本調査における「電子行政資料」とは、所属
する自治体（市区町村。都道府県は除く）が公式ウェ
ブサイト上で公開・提供する地域行政情報である。提
供が CD-R、DVD-R 等パッケージ系の電子メディア
のみで行われ、ウェブサイトでは公開されていないも
のは除くとし、以下が例示されている。

・従前は紙媒体で刊行されていた地域行政資料で、紙
媒体による刊行を終了し、自治体ウェブサイト上の
電子情報のみで提供されているもの。

・紙媒体での刊行が継続されたまま、自治体ウェブサ
イト上でも同様の電子情報が提供されるようになっ
たもの。

・紙媒体での刊行を経ず、新たに自治体ウェブサイト
上のみで提供が開始されるようになった行政情報。

こうした前提で、電子行政資料の収集を実施してい
るのは、都道府県立では 27 館（57.4％）、市区町村立
では 113 館（9.0％）であり、とりわけ市区町村立で
は、実施率は低い結果となっている。収集を実施して
いる図書館のうち、電子行政資料の図書館への納本の
規程があるのは、都道府県立では 3 館、市区町村立で
は 4 館であるが、一方で「電子行政資料の収集に限定
した方針や基準がある」図書館は、都道府県立で 27 館、
市区町村立でも 97 館あり、制度化が進まないなかで
も、図書館側で収集対象として位置づける努力がなさ
れていることが見てとれる。

収集対象とする資料の範囲については、紙媒体での
提供から電子情報での提供に変更された場合と、初め
から電子情報で提供されている場合とに分けてファイ
ル形式を尋ねている。いずれにおいても「PDF ファ
イル形式で提供されているもの」が多いが、都道府県
立においては、初めから電子情報で提供されている場
合は、「収集対象としていない」館が 7 館あることが
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注目される。
収集に際して発行者の許諾を得ているかという質問

に対しては、都道府県立では、「個別に得ている」と
の回答が 14 館と多かったのに対し、市区町村立では

「包括的に得ている」館が 48 館で最も多い。
収集方法については、「図書館がウェブサイトから

電子情報を収集」していると回答した館が都道府県立
で 20 館、市区町村立で 84 館と最も多いが、「発行部
署が紙媒体に印刷して図書館に送付」との回答もある。

保存方法としては、「電子情報を紙媒体に印刷」が、
都道府県立で 21 館、市区町村立で 88 館を占め、電子
情報のままハードディスクやメディアに保存している
ケースは少数である。

また、提供方法についても「OPAC に登録し、紙
媒体で提供」が高い割合を示し、紙媒体での刊行が継
続されている電子行政資料は、ほとんどの館で紙媒体
での収集も継続している。

また、電子行政資料を「収集していない」と回答し
た図書館があげた理由として、都道府県立、市区町村
立ともに、「対象資料の発行状況の十分な把握ができ
ていない」とする回答が 4 割を超える。なお、電子行
政資料を収集している図書館が、解決すべき課題とし
て選択した中でも、これと同じ回答が圧倒的に多い。

3. 自治体発行オンライン資料収集の事例
公立図書館における、自治体発行オンライン資料の

収集・保存・提供が比較的早くから行われている事例
としては、岡山県立図書館の電子図書館「デジタル岡
山大百科」（4）、大阪府立図書館の「おおさか e コレク
ション」（5）などが知られている。「カレントアウェア
ネス・ポータル」では、富山県立図書館（6）、福井県立
図書館（E2158 参照）、熊本市立図書館（7）、栃木県立
図書館（8）、埼玉県立図書館（9）などにおいて、自治体発
行オンライン資料の収集および提供サービスを開始し
たことが情報発信されている。

ここでは、先進事例として、「神奈川県行政資料アー
カイブ」（E1736 参照）（10）と静岡県立中央図書館のオ
ンライン資料自動収集の事例（E2510 参照）を、特に
取り上げて紹介することとし、あわせて国立国会図書
館（NDL）の取組にも触れたい。

3.1 神奈川県行政資料アーカイブ
神奈川県立図書館ウェブサイトによると、「神奈川

県行政資料アーカイブ」は、「従来紙媒体で提供して
いた県の主要な行政刊行物のうち、県のウェブサイト
で公表している、統計書、年報など（行政資料）の電
子ファイル、統計データなどを提供するサイト」と説
明されている（11）。

同館では、2015 年 4 月のコンピューターシステム
更新にあたり、同館の「神奈川資料」として重要な部
分を占めると考えられる県の電子行政資料を電子ファ
イルのまま収集するために、機関リポジトリ機能導入
の検討がはじめられた。その後、県政情報センターお
よび県の行政資料を保存・提供する機能を持った公文
書館を加えた 3 機関による連携事業とすることとな
り、準備が進められた。

県立図書館において「神奈川県情報デジタルアーカ
イブ運用指針」を 2015 年 4 月に施行したことにあわ
せ、県政情報センターでは事務処理要領を改訂し、年
報や統計書等の行政資料で紙媒体を廃止しウェブサイ
トで提供するとしたものについては、原則として図書
館が運営するアーカイブに登録することとした。手順
として、神奈川県庁の各部署は行政資料の電子ファイ
ルを県政情報センターに送付すること、県政情報セン
ターは送付された電子ファイルを図書館及び公文書館
に送付することなどが定められた。電子ファイルの送
付に際しては登録申請書の添付を求めており、その記
載内容が電子ファイル登録時のメタデータとして使わ
れている。

2015 年 8 月の電子ファイルの登録開始にあわせ、
図書館・県政情報センター・公文書館のそれぞれの役
割を明確化した覚書が締結された。

電子行政資料の収集について、このように、庁内の
関係機関と連携して、それぞれの役割も明確にしたシ
ステムを構築している例は、理想的であるといえよう。
組織的な資料収集体制のあり方として、今後の展開に
期待がもたれる。

3.2 静岡県立中央図書館のオンライン資料自動収集
2022 年 5 月、静岡県立中央図書館は，地域資料

収集の一環として、静岡県内の自治体ウェブサイト
にアップロードされた自治体発行オンライン資料の
PDF を自動収集するシステムを県内 IT 事業者と共同
開発したことを発表した。

同館では、県内発行の紙の自治体資料については、
要綱および文書依頼により収集している。しかし、自
治体資料の「ボーンデジタル化」が進み、しかも各自
治体ウェブサイトから定期的に削除される例もあり、
アクセスできなくなることが問題となっていた。

こうした課題を解決するべく、同館の「図書館 DX
実証実験」の一つとして、クローラによる自治体資料
自動収集システムが開発された。クローリングの対象
は県内の自治体ウェブサイトであり、ドメイン内に格
納されている PDF ファイルを収集する。

収集範囲はドメイン以下 5 階層目までであるが、5
階層内の HTML ファイルに PDF ファイルへのリン
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クがあれば、リンク先の PDF ファイルが収集範囲の
対象階層外にあっても収集する一方、外部ドメインへ
のリンクは収集しない。

収集した PDF ファイルは、収集した日付ごとに、
Google ドライブ上に収集元のドメインと同じディレ
クトリ構造で、保存・管理される。各ドメインのクロー
リングについて、初回は、その時点におけるクローリ
ング範囲内にある PDF を全て収集し、2 回目以降は
4 半期に 1 回、前回との差分（変更・追加・更新）を
収集する。

このシステムの画期性は、静岡県発行のオンライン
資料だけでなく、県内市町村発行のオンライン資料す
べてを収集対象としており、他県での取組に比べて、
桁違いに収集量が多いことである。2022 年 4 月末時
点で初回のクローリングを終え、収集できた PDF は
45 万 5,133 件であった（12）（13）。

それだけに、収集したコンテンツに利用者が簡単に
アクセスできるようにするためには、目録またはメタ
データを作成するなど、多くの作業を要すると思われ
る。今後デジタルライブラリー「ふじのくにアーカイ
ブ」で公開していく予定であるとしている。

3.3 WARP による自治体発行オンライン資料の収集
NDL においては、国立国会図書館法に基づき、

「国立国会図書館インターネット資料収集保存事業」
（WARP）として、公的機関のウェブサイトの網羅的
な収集を行っている（14）。このうち、地方公共団体、
地方公社等の機関については、四半期ごとに、クロー
ラと呼ばれる自動収集プログラムを用いてウェブサイ
ト（サイト内に存在するオンライン資料を含む。）を
収集している。また、自動収集できなかった情報につ
いては、個別に依頼を行い、発信機関からの送信・送
付により収集しているケースもある。

これにより、自治体のウェブサイトに紐付いてい
る PDF ファイルなどの自治体発行オンライン資料も、
NDL により年 4 回網羅的に収集され、NDL で保存さ
れる。

収集されたウェブサイトは、収集した状態のまま保
存されるほか、自治体発行オンライン資料の一部は、
著作物単位で整理され、国立国会図書館デジタルコレ
クションで保存、提供されている。収集資料の閲覧サー
ビスの提供は、NDL 館内において行われるが、発信
者から許諾を得たものはインターネット公開されてい
る。

したがって、自治体発行オンライン資料について考
える上で、少なくとも収集については、WARP によ
り網羅的に実施され、NDL において情報資源の蓄積
が行われていることを前提にすべきであろう。

4. 自治体広報誌のデジタル化・オープン化の課題
長塚隆は、神奈川県内の全市町村および東京都 23

区を対象に、各自治体発行の広報誌について、自治体
ウェブサイト、公共図書館 OPAC、WARP などを併
用してメタデータおよびデジタル資料を調査してい
る。神奈川県内の調査では、市町村史や市町村勢要覧
も調査対象としているが、ここでは広報誌に限って取
り上げることとする。

まず、神奈川県内の広報誌のデジタル化・オープン
化の状況は、ほとんどの市町村で PDF 版あるいは電
子ブック版などが、各自治体のウェブサイトで公開さ
れている（15）。平塚市と小田原市では約 70 年前の創刊
号から掲載がされているが、このような自治体はごく
少数で、過去刊行分のデジタル化は 20 〜 30％に留まっ
ている。また横浜市と川崎市については、一定期間後
に市のウェブサイトから削除され利用できなくなるこ
とも確認されている。

また同県内の過去の広報誌の公開状況であるが、多
くの自治体では、WARP が収集したデータを「イン
ターネット公開資料」に指定している一方、NDL 館
内限定公開としている市もある。

次に、東京都 23 区の広報誌のデジタル化・オープ
ン化の状況についてである（16）。千代田区のみが創刊
号（1953 年）からデジタル化し、区のウェブサイト
で公開しているが、他の区では最近の数年間に刊行さ
れた号に限定して公開しているところが多い。また、
WARP で収集されたコンテンツとの比較により、過
去にデジタル化して公開した広報誌を、区のウェブサ
イトから削除している区は、15 区にも達するとして
いる。

また 23 区におけるデジタル広報誌の公開状況とし
ては、5 区において、WARP が収集したウェブサイ
トを、NDL 館内限定公開としており、利便性を損なっ
ているとしている（17）。

長塚は、こうした調査結果を踏まえ、2022 年 1 月
〜 3 月に対象自治体の担当窓口に対し、広報誌のデジ
タル化・オープン化の課題に関してアンケート調査を
実施した（18）。

まず広報誌の創刊号からの公開については、東京都
23 区では、中野区が区立図書館デジタルアーカイブ
において閲覧できるようにしていること、豊島区では

「広報としまデジタルブック版」と「広報としまライ
ブラリー」が運営されており、創刊号から公開してい
るが、区のウェブサイトではないため WARP の収集
範囲外となっていることが判明したという。23 区に
おいて、創刊号からデジタル化して公開している区は
全体の 13％で依然として低い。また、広報誌全号を
デジタル公開する予定はないとする自治体も、23 区
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で 70％、神奈川県内市町村では 61％にのぼるとして
いる。

次に、自治体ウェブサイトから過去の広報誌を削除
している理由については、掲載できるデータ容量が制
限されており、年数を決めて削除していると多くの自
治体が答えている。また、担当者が、WARP にリン
クをして過去の広報誌を紹介できることを認識してい
ないケースも認められた。

WARP で収集されている広報誌の閲覧を NDL 館内
に限定している理由を聞いたところ、多くが利用制限
をしている認識がないことが明らかになった。

以上、長塚の調査により、自治体広報誌のデジタル
化・オープン化について、いくつかの課題が明らかに
なった。その中で、WARP における NDL 館内限定公
開の問題や、WARP で収集済みのコンテンツとの連
携や活用については、自治体の広報誌担当者の意識向
上によって、比較的容易に解決できる問題ではないか
と思われる。広報誌も含む自治体発行オンライン資料
と WARP との関係については、最後にあらためて論
じることとしたい。

5. おわりに
以上、自治体発行オンライン資料の収集をめぐって、

最近の公立図書館について、一部ではあるが特徴的な
動向を紹介してきた。まとめにかえて、主に WARP
との関係を中心に課題を整理して、今後の展望につい
ての私見を述べておきたい。

2014 年 7 月、「神奈川県行政資料アーカイブ構築」
のための検討会が、WARP をはじめとする NDL に
おける神奈川県の行政刊行物の登録状況を調査した結
果、殆どの資料は利活用に関して明示されておらず、
閲覧は NDL 館内限定であることがわかったと報告し
ている（19）。

長塚による、東京都 23 区と神奈川県内市町村の広
報誌のデジタル化・オープン化に関しての調査におい
ても、多くの自治体広報誌が、WARP において NDL
館内限定閲覧となっていることがわかった。長塚の調
査における主な調査対象は広報誌を主とするもので
あったが、自治体発行オンライン資料全般が同様の状
況にあると想像される（20）。

こうした状況のなか、静岡県立中央図書館がクロー
ラによる自治体資料自動収集システムを開発し、独自
に県内市町村発行のオンライン資料の網羅的収集を開
始した意義は大きい。今後、収集された自治体資料を
利活用できるようなプラットフォームが用意されるこ
とを期待したい（21）。

いくつかの図書館で実施しているように、収集され
た自治体発行オンライン資料は、OPAC で検索、閲

覧できるようにするべきであろう。すでに紙の地域資
料として受入されている行政資料が、紙での刊行を廃
止し、オンラインでの発行に変わった場合でも、継続
資料として扱うことができる。市区町村の図書館など、
自館でオンライン資料の収集、保存が難しい場合で
あっても、OPAC で書誌の検索はできるようにして、
WARP の該当資料にリンクさせて、利用者の発見可
能性を高めていくことが望ましい。

そのためにも、リンク先の WARP が NDL 館内限
定公開とされている場合は、図書館から庁内のサイト
管理者に対し、取扱いを見直すよう申し入れるなどの
取組も必要となるであろう。ただし、たとえ NDL 館
内限定のままであっても、各図書館の OPAC からリ
ンクされるだけで、利用者の発見可能性は大きく向上
することが見込まれる。

自治体ウェブサイトに紐付く自治体発行オンライン
資料は、現在 WARP によって網羅的に収集・保存さ
れている。また、複数のドメインを運用している場合
でも、すべてのドメインを収集対象としている。しか
し、自治体のサイトとは別に運営されているサイトの
中には WARP の収集から漏れているものもかなりあ
ると思われる。例えば、自治体の提供するオープンデー
タ（「機械判読に適したデータ形式で、二次利用が可
能な利用ルールで公開されたデータ」という本来の意
味のもの）の中には、「オープンデータカタログサイ
ト」といった名称で、自治体ウェブサイトとは別サイ
トで提供されている場合がある（22）。また、公立図書
館のホームページが、自治体のウェブサイトとは別サ
イトで運営されていたり、デジタルアーカイブなどが
別サイトで運営されている場合もある。これらの中に
は WARP の収集から漏れているものも見受けられる。

今後、こうした WARP の収集から漏れている自治
体の重要なデータを、その近くに存在する公立図書館
が、地域資料として見逃さず収集し、将来の利用に向
けて保存していくことが必要となっていくのではない
だろうか（23）。
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